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1．はじめに

　2011 年 3 月の東京電力（株）福島第一原子力
発電所（福島第一原発）事故発生から約 2年が
経過した。政府や自治体による海域モニタリン
グに加えて，多くの研究機関による調査の結
果，事故によって環境中に放出された放射性物
質の拡散状況が浮き彫りになってきた。
　施設近傍のごく一部の海域を除けば，海水中
の放射性核種濃度は事故前のレベルにまで減少
しつつある。その一方で，海底堆積物中の放射
性核種の濃度減少は遅く，海底環境への長期的
な影響が懸念されている。本稿では，海底堆積
物中の放射性核種，特に放射性セシウムの分布
状況と濃度の推移についてまとめる。なお，特
に断りがない限り，本稿で解説する堆積物中の
放射性セシウム濃度は乾重量当たりの放射能
（Bq／kg-dry）として表し，試料採取日に壊変補
正した値とする。

2．  海底堆積物中の放射性セシウム濃

度の推移

　事故由来とみられる放射性セシウム
は，東日本の広い範囲の沿岸海底堆積物
から検出され，特に，福島第一原発の南
部，福島県から茨城県にかけての沿岸域
では，ほかの海域に比べて高い濃度の放
射性セシウムが海底から見付かってい
る1）。以下では，これらの海域での調査
結果を中心に解説する。
　図 1に，1971～2012 年までに福島県

及び茨城県の沖合で観測された堆積物中の
137Cs 濃度の時間変化を示す1─4）。大気圏核実験
が数多く行われていた 1980 年代前半までの海
底堆積物中の 137Cs 濃 度は 0.3～7 Bq／kg で，
2000 年代後半には 2 Bq／kg 程度にまで減少し
たが，2011 年 3 月の事故によって，137Cs 濃度
は 1～3桁増加した。
　同海域の沿岸（主に水深 100 m 以浅）で事
故後に観測された堆積物上層（0～3 cm 層）の
137Cs 濃度分布を図 2に示す2，3）。全体の分布の
特徴として，海底堆積物中の 137Cs 濃度は，福
島第一原発の北側に比べて南側の海域で高いこ
とが分かる。この海域では，沿岸に沿って南に
向かう流れが年間を通じて卓越する。この流れ
は北緯 36.0～36.5 度付近で離岸し，黒潮続流と
呼ばれる帯状の流れに沿って東に向かう。事故
後の初期段階で，汚染度の高い海水が施設周辺
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図 1　 福島県及び茨城県沖合における堆積物中の 137Cs濃度の
時間変化（1971～2012年）1─4）
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から岸に沿って南に向かって分布し，その後東
方に移動したことは，複数のシミュレーション
結果からも示されている4）。図 2に見られる沿
岸域での海底堆積物中の 137Cs 分布は，海水流
動に伴う放射性セシウムの輸送経路に強く影響
を受けていることを示している。
　福島県及び茨城県沿岸における，2011 年 5～
6 月の堆積物中の 137Cs 濃度は 2～4,000 Bq／kg
であった（図 2（a））。全体として福島第一原発
から距離が近い観測点ほど高い濃度が見られた
が，施設から 80 km 以上離れた一部の観測点
でも 1,000 Bq／kg を超える濃度が観測された。
同年 7～8月には，ほぼすべての観測点で堆積
物中の 137Cs 濃度が 1,000 Bq／kg を下回った（図
2（b））。その後は，局所的な濃度変動が見られ
たものの，2012 年 8 月まで 137Cs 濃度分布に目
立った変化は見られなかった（図 2（c）～（e））。
　図 2に示す観測点のうち，北緯 36.5～37.0 度
までの間に位置する 9観測点における，放射性
セシウム濃度の時間変化を図 3（a）に示す。比
較のために，ほぼ同じ海域で採取した底層生息
性の魚類（ヒラメ，カレイ類，カサゴほか）中
の放射性セシウム濃度（単位Bq／kg-wet）と，
表層海水中の放射性セシウム濃度（単位 Bq／L）
の時間変化を，図 3（b）と図 3（c）にそれぞれ
まとめた。図 3（b）のデータは水産庁による
海産生物のモニタリングの結果5）の，図 3（c）

は文部科学省等によるモニタリング結果2，6）の

図 2　福島県及び茨城県沿岸における堆積物中の 137Cs濃度分布 2，3）

図 3　 北緯 36.5～37.0度における，（a）海底堆積物，
（d）底層魚，（c）表層海水中の放射性セシウム濃
度の時間変化     
図（c）中の青丸印は海水中の濃度（単位Bq／L）を，
赤線と緑線は，それぞれ，図（a）及び図（b）に示す濃
度の月ごとの中央値の変化を表す。図（a）はOtosaka 
and Kobayashi 2），図（b）は水産庁 5），図（c）は文部
科学省 3），及び東京電力（株）6）のデータを用いた



Isotope News 　2013 年 6月号　No.71014

値を用いた。比較しやすいよう，図 3（c）に
は，図 3（a）及び図 3（b）のデータの月ごと
の中央値の変化を併せて記し，条件を整合させ
るため，濃度は 2つの放射性セシウム（134Cs
と 137Cs）の濃度の合計値とした。
　海水中の放射性セシウム濃度は，事故から約
1か月後の 2011 年 4 月中旬に最大となり，同
年の年末までは 3桁以下に減少した（図 3

（c））。その一方で，堆積物中の放射性セシウム
濃度の減少は，海水中のそれに比べて緩やかで
あった（図 3（a）及び図 3（c）赤線）。実際の
海底堆積物を用いた室内実験の結果，放射性セ
シウムはほぼ不可逆的に堆積物粒子に吸着して
おり，海水への再溶出は遅いことが分かってい
る3）。図 3（a）の結果をあわせて考慮すると，
堆積物への放射性セシウムの沈着と再分布は主
に事故後の半年以内に起こっており，放射性セ
シウムはその後 1年以上にわたって堆積物中に
留まっていると言える。
　図には示していないものの，コウナゴ
やシラウオといった表層生息性魚類の放
射性セシウム濃度は，海水のそれと同様
の傾向で変化した5）。その一方で，底層
魚中の放射性セシウム濃度は，堆積物中
のそれよりも更に緩やかな減少傾向を示
し，その変化は堆積物より数か月遅れて
現れるように見える（図 3（b）及び図 3

（c）緑線）。これらの結果は，海底堆積
物中の放射性セシウムが，わずかずつで
はあるが底層付近の生態系に影響を与え
る可能性があることを示唆しており，そ
の機構の解明が急がれる。

3．海底の放射性セシウム存在量

　政府や自治体による海底堆積物の放射
能モニタリングの多くは，上層 3 cm ま
での濃度を調査している。これは，最新
の汚染状況を早急に把握するというモニ
タリングの目的に則したものである7）。
しかしながら，放射性セシウムが堆積物

内部でどのように分布するかを，モニタリング
調査の結果から読み取ることは不可能である。
そこで，著者らの調査で得た沿岸から沖合まで
の代表的な 4観測点における堆積物中の 137Cs
の鉛直分布を図 4に示す。
　水深が 1,000 m を超える沖合海域では，堆積
物中の 137Cs のほぼすべてが，モニタリングの
基準層である 3 cm 層より上部に存在していた。
一方，水深 75～158 m では 3割程度，50 m 以
浅では 7割以上の 137Cs が 3 cm 以深の堆積層に
取り込まれていた。福島県や茨城県の沿岸の海
底は，透水性の高い砂質堆積物が主要成分であ
ることが知られている8）。これらの海域では，
放射性セシウムが堆積物の間隙を通ってより深
部へと運ばれ，沈着したと考えられる。
　堆積物深部への放射性セシウム濃度を考慮し
て，堆積物 1 m2 当たりに存在する 137Cs 量を，
宮城県，福島県及び茨城県の沖合（北緯 38.7～

図 4　 沿岸域から沖合海域（水深 47～1,047 m）までの
4観測点における堆積物中 137Cs濃度の鉛直分布

図 5　 宮城県，福島県，茨城県沖の 20観測点における海底堆積
物中の 137Cs存在量と海底水深との関係（2011年 10月） 
点線は事故前の 137Cs 存在量
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35.5 度）の 20 観測点について求め，得られた
137Cs 存在量と海底水深との関係を示したのが
図 5である。堆積物中の 137Cs 存在量は，海底
水深とともに指数関数的に減少し，さらに，そ
の変化率は水深 200 m 付近を境に異なってい
た。前述のとおり，海洋表層での汚染度の高い
海水の動きが沿岸堆積物中の放射性核種の分布
に影響を及ぼすことや，陸域からの放射性核種
の輸送が沿岸域に直接影響を与え得ることを考
慮すると，沿岸域でより多くの 137Cs が蓄積さ
れていることは不思議ではない。
　図 5に見られる 137Cs 存在量の深度分布に，
同海域における深度毎の面積分布を乗じること
により，堆積物中の 137Cs の総量を見積もるこ
とができる。あくまでも概算であるが，2011
年 10 月現在，宮城県から茨城県にかけての沿
岸の海底には 0.1～0.3 PBq の 137Cs が蓄積して
おり，そのうちの 9割以上は水深 200 m 以浅
の沿岸に存在すると見積もられる。

4．おわりに

　最新の報告によると，福島第一原発事故によ
って海洋に放出された 137Cs の総量（直接放出
と大気からの沈着量の合計量）は 11 PBq と推
算されている9）。海底への 137Cs 沈着量は海洋
への放出量の数％にすぎないが，その多くは
我々の身近な沿岸域に長くとどまることが予想
される。
　このため，海底堆積物中の放射性セシウムに
よる海底付近の生態系への影響を見積もること
が重要である。個体レベルでの移行経路や移行
速度について理解を深める一方で，資源量等を
考慮したマクロレベルでの移行量も把握するこ
とも有効であると考える。
　本稿では触れなかったが，例えば日本海沿岸
の河口付近など，福島第一原発からより遠く離

れた海域でも，事故由来の放射性セシウムが堆
積物から検出されている。これらの海域では，
一旦陸上に沈着した放射性セシウムが河川を通
じて流出し，海底に運ばれたと推測される。こ
のような物質の再移動は，特に沿岸域での放射
性セシウム濃度を変化させる可能性があるた
め，継続的な監視が必要である。
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